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１ 平成１９年度機構改革について 

１ お客様センターの設置と営業所の集約等 

(1) 主な目的  お客様サービスの向上及び業務効率化 

(2) 内容    中・東・西営業所を集約し、本局１階にお客様からの開閉栓

等の届出、修繕の依頼や各種問い合わせ等を集中して受け付け

るお客様センターを新設する。 

これにより、ワンストップサービスの提供、迅速でていねい

な対応、受付時間の延長などによりお客様サービスの向上を図

るとともに、受付事務を集約することにより業務効率化を図る。 

また、出先窓口の廃止によりお客様サービスを低下させない

ため、東・西工事センターに料金係を新設し、名称を東・西水

道センターに改める。 

(3) 受付開始日 ５月１日 

２ 総務課・経営管理課・経理課の再編整理 

(1) 主な目的  主管課機能の強化 

(2) 内容    総務課に企画広報係を移管し、総務部門と企画部門を主管課

に集約することにより、主管課としての総合調整機能の強化を

図る。なお、総務課は企画総務課に名称変更する。 

併せて、経営管理課に会計係を移管する等、関連のある業務

を行っている係を同一課に集約し、連携の強化と業務効率化を

図る。 

 

※機構（案）は、裏面のとおり 

⇒１５課４６係が１３課４６係に（２課減） 
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平成19年度機構改革

備考
2課の減

総務係 総務係
職員係 企画広報係
管財係 職員係 研修事務を総務係から移管し統合

企画広報係 会計係
財務係 財務係
情報管理係 情報管理係

会計係 管財係 車両・電話事務を総務係から移管

契約係 契約係
検査係 検査係

お客様サービス係 営業係 係の名称の変更
料金係 料金管理係 係の名称の変更

窓口係 受付係
営業係 料金係
灘崎出張所 御津出張所

灘崎出張所
窓口係 建部出張所
営業係 瀬戸出張所
瀬戸出張所

窓口係
営業係
御津出張所
建部出張所

給水管理係 業務管理係 係の新設
給水工事係 給水管理係

給水工事係

事務係 業務管理係 係の名称の変更
工事管理係 工事管理係
計画係 計画係
配水係 配水係
鉛管対策係 鉛管対策係

事務係 業務管理係 係の名称の変更
施設係 施設係
設備係 設備係

工事第1係 業務管理係
工事第2係 工事第1係
維持係 工事第2係

維持係

工事第1係 料金係
工事第2係 工事第1係
維持係 工事第2係

維持係

工事第1係 料金係
工事第2係 工事第1係
維持係 工事第2係

維持係

事務係 業務管理係 係の名称の変更
整備係 整備係
三野浄水係 三野浄水係
旭東係 旭東係
配水制御係 配水制御係
鴨越浄水係 鴨越浄水係

水質試験所 水質試験所

施設課

業務管理係を新設するとともに、センター
の名称を水道センターに変更
※業務管理係は、庶務及び水道センター
間の連絡調整を担当

料金係を新設するとともに、センターの名
称を水道センターに変更
※料金係は、庶務、清算等を担当

浄水課 浄水課

東工事センター
東水道センター

西工事センター
西水道センター

中・東・西営業所をお客様センターに再編

お客様センター

東営業所

中工事センター
中水道センター

給水工事センター
給水工事センター

施設課

配水課 配水課

総務課・経営管理課・経理課を企画総務
課・経営管理課・管財課に再編総務課

経営管理課

管財課

経営管理課

西営業所

営業課 営業課

中営業所

旧
　　13課46係

経理課

新

企画総務課

　　15課46係
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１　予算の特徴

　・建部・瀬戸の合併地区を含めた年間予算とする。

　・事業仕分けによる削減額を反映させるとともに、「シーリング対象外事業」にかかる経費

    を除いて、予算規模を平成18年度当初予算の９３％の範囲に抑える。

　・政令市にふさわしいグレードの高い水道を目指して、石綿管解消事業、鉛管解消事業及び

    合併特例債による出資制度を活用した災害対策事業等について積極的に推進する。

※シーリング対象外経費の考え方

　・企業債元利償還金、減価償却費等の義務的経費

　・水道事業の重点施策である石綿管解消事業、鉛管解消事業、漏水防止事業等

　・合併特例債の対象となる事業

（１）配水池の増強、配水幹線の整備

   基幹施設整備事業

    ・三野浄水場急速ろ過池築造工事（継続費　平成17年度～平成19年度）

    ・三野浄水場集中監視制御設備工事（継続費　平成19年度～平成21年度）

    ・合併特例事業として灘崎地区の水需要に対する給水能力の不足分を解消し、安定給水

    　を図るための連絡管等の整備及び災害時の緊急給水体制の確保のための配水池の２池

   　 化、緊急遮断弁の設置

（２）安全な水の安定供給

     浄水場関連施設の更新対策

　　 鉛製給水管の解消事業

（３）ライフラインの確保

　　 配水管整備事業（Ｌ＝50,018ｍ）

　　 管路近代化事業（石綿セメント管)(Ｌ＝4,866ｍ）

　　 漏水防止事業（890Km）

（４）水源林事業

　 　鏡野町（旧富村）・新庄村（第2次水源林事業）

平成１９年度　水道事業会計予算（案）の概要

２　主な事業

２  平成１９年度当初予算（案）の概要について

2,437,000千円

321,000千円

101,272千円

17,218千円

367,200千円

180,000千円

3,095,000千円
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１９年度当初 １８年度当初 差引 A / B

A 内、建部地区 内、瀬戸地区 B (A - B ) (%)

313,237 2,564 5,992 301,390 11,847 103.93

98,595,500 993,800 2,262,300 97,509,500 1,086,000 101.11

269,370 2,710 6,180 267,130 2,240

４　水道事業会計予算総括表

１９年度当初 １８年度当初 差引 A / B

A 内、建部地区 内、瀬戸地区 B (A - B ) (%)

23,425,415 321,253 575,995 22,701,000 724,415 103.19

15,565,178 160,666 453,566 15,168,351 396,827 102.62

15,050,679 182,273 414,958 14,665,817 384,862 102.62

514,499 △ 21,607 38,608 502,534 11,965

3,097,808 20,825 40,403 2,929,195 168,613 105.76

8,374,736 138,980 161,037 8,035,183 339,553 104.23

△ 5,276,928 △ 118,155 △ 120,634 △ 5,105,988 △ 170,940

※資本的収支不足額は、損益勘定留保資金等で補てんする。

5　資本的収入

6　資本的支出

7　資本的収支不足額（5-6）

3　水道事業費用

4　差　　引（2-3）

＜資本的収支＞

一日平均（ ）

1  予算規模（3+6）

３　業務の予定量

給水戸数（戸）

(単位：千円）

年　度

項　目

2　水道事業収益

区　　　　　　分

＜収益的収支＞

年間総配水量（ ）
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料金収入
144億4,396万円

その他の収入
11億2,122万円

国などからの借入金
10億円

工事による負担金や
国庫補助金、出資金等
　　20億9,781万円

減価償却費などの
補てん額
　　47億6,243万円

浄水施設や配水管布設（替）
工事などにかかる費用
　　　　　　　63億7,600万円

借入金の元金の支払い
19億9,874万円

職員給与費、修繕費、動力
費など施設を維持し、　水
を送るための費用
　　　90億5,967万円

施設の減価償却費
47億212万円

借入金の利息の支払い
12億8,889万円

収入
186億6,299万円支出

234億2,542万円
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３ 水道事業ガイドライン業務指標値の算出について 
 
（社）日本水道協会は、平成 17年 1月に水道事業ガイドライン（ガイドライン）
を策定した。このガイドラインは、水道事業の業務内容を「安心」、「安定」、「持

続」、「環境」、「管理」、「国際」の 6つに分類し、137項目の業務指標により分析、
評価するもので、事業の経年的変化や他団体との比較を数値で示すことができ、

水道事業の国内規格として主要都市においては浸透しつつある。 
岡山市は、（社）日本水道協会のガイドライン公表後、直ちに平成 12 年度から
平成 15 年度までの指標値を算出・分析し、平成 17 年 12 月に開催した当審議会
において報告しているところである。平成 16年度は旧御津町、旧灘崎町の数値を
含めるため遅れていた。平成 17年度との 2年度分を合わせて報告する。 
 
１ 業務指標値算出の概要 
（１） 分類の見方 
  安心：水源保全、水質管理など安全でおいしい水道水供給に関する取組状況

を示す。 
  安定：将来の備えや災害対策などいつでも、どこでも安定的な水道水供給の

ための取組状況を示す。 
  持続：財政、技術継承、給水サービス、広報・広聴などいつまでも安全な水

道水を安定的に供給するための取組状況を示す。 
  環境：環境保全、健全な水循環などの取組状況を示す。 
  管理：適正な業務運営及び維持管理に向けた取組状況を示す。 
  国際：国際的な技術援助、国際交流などの取組状況を示す。 
（２） 全 137項目のうち、平成 16年度は 134項目、平成 17年度は 136項目を
算出（未算出項目はデータなし） 

（３） 経年変化は、平成 12年度から平成 17年度まで（平成 12年度～平成 15
年度は旧岡山市） 

（４） 他団体比較は、ある程度岡山市と状況が類似している 19団体（＊）で公
表済み団体が多い平成 16年度の指標値で行った。 
＊）１９団体（東京都、札幌市、仙台市、名古屋市、京都市、大阪市、広島市、福岡市、北九州市、

八戸水道企業団、秋田市、郡山市、新潟市、千葉県、横須賀市、大津市、奈良市、松山市、高知市）
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２ 業務指標値の総括的評価 
（１） 経年変化（偏差値による平成 12年度から平成 17年度までの変化） 
    平成 15年度までは「安心」、「安定」、「持続」、「環境」、「管理」の５項目
は総じて順調な推移を示していたが、平成 16年度には「持続」を除く４項
目の指標値は低下し、平成 17年度でやや持ち直している。 
平成 16年度の指標値の低下は、人口密度、施設整備方針等が異なる御津
町、灘崎町との合併により、事業の効率性、施設の安定性などの関連指標

が低下したことが少なからず影響したものと思われる。 
    なお、「国際」については、平成 12 年度に JICA の派遣事業に応じて職
員を派遣したこともあるが、政令指定都市を目指す当市としてさらに積極

的な姿勢が求められる。 
また、事業内容が改善傾向にあるかどうかを判断する手がかりとして、

平成 12 年度と平成 17 年度の指標値のうち比較可能な 92 項目を調査した
ところ、2分の 1の 46項目が改善傾向を示しており総体的にはほぼ現状維
持で推移しているものと判断される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

安心

49.349.9
52.150.2

50.8
47.7

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0
50.0

55.0

60.0

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

安定

50.151.152.052.3
48.346.2

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0
50.0

55.0

60.0

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

持続
54.250.548.947.048.3

51.2

20.0
25.0
30.0
35.0
40.0
45.0
50.0
55.0
60.0

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

環境

50.4
44.8

53.0
50.850.051.0

20.0
25.0
30.0
35.0
40.0
45.0
50.0
55.0
60.0

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

国際

48.0
40.1

48.0
55.9

48.0

60.2

20.0
25.0
30.0
35.0
40.0
45.0
50.0
55.0
60.0
65.0

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

管理

46.347.851.953.651.848.6

20.0

25.0
30.0
35.0

40.0
45.0
50.0

55.0
60.0

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
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２０類似団体偏差値比較（１６年度指標値）による岡山市の評価

50.1

46.9
44.6

50.0

50.8

52.1

安心

安定

持続

環境

管理

国際

（２） 他団体比較 
    平成 17年度に行った他団体比較は公表済みの 9団体を対象としたが、今
回は公表済み団体が多い平成 16 年度の指標値に基づき、事業規模、水源、
浄水場の有無など背景情報がある程度岡山市と類似した政令指定都市等を

含めた 19団体を対象に比較した。 
    岡山市を含めた 20 団体の指標値平均と比較してみると（表１）「安心」、
「持続」、「環境」、「管理」の項目については平均値以上の指標数（Ａ）が

平均値未満の指標数（Ｂ）を上回っており、他団体より良好な評価となっ

ているが、「安定」、「国際」については平均値未満の指標数（Ｂ）が多くな

っている。この傾向は、偏差値に基づく評価でもほぼ同様な結果となって

いる。（図１） 
    特に、「安定」における施設の耐震化対策、老朽化対策などの取組みが遅

れており、当局が 101年間守り続け、誇りとする「安全な水の安定供給」
に影響が出ることも懸念されるため、その対策が急がれる。 
なお、他団体比較についてはデータの取り方に団体間のばらつきがある

ため、絶対的評価とするのは早計であり、参考的数値として捉えておく必

要がある。 
 
（表１） 

  
 
 
 
 
（図１） 

 
 
 
 
 
 
 
 

安心 安定 持続 環境 管理 国際 合計

平均値以上の指標数（Ａ） 12 10 20 4 11 0 57

平均値未満の指標数（Ｂ） 9 18 16 2 7 2 54

計（Ａ＋Ｂ） 21 28 36 6 18 2 111

比較対象外の指標 1 5 13 1 6 0 26

（他団体平均値との比較）
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岡　山　市　水　道　事　業　　業　務　指　標　（　経　年　変　化　）

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

　a) 水資源の保全

1001 水源利用率（％）
一日平均配水量/確保している水源水量 
100 78.8 77.7 74.3 72.9 72.6 73.7

水源のゆとり度、水源の効率性を表す。
63.6

1002 水源余裕率（％）
〔（確保している水源水量/一日最大配水
量）－１〕 100  3.6 9.6 13.5 22.9 18.3 20.0

一日最大配水量を上回る水源がどれだけ
確保されているかを示し、高いほど余裕
がある。

36.6

1003
原水有効利用率
（％）

年間有効水量/年間取水量 100  93.4 93.5 94.0 94.7 94.9 89.5
水道システム全体としての原水利用の有
効性を示す。浄水ロス、漏水量の大小が
要因となる指標である。

91.7

1004
自己保有水源率
（％）

自己保有水源水量/全水源水量 100 89.7 89.7 89.7 89.7 88.8 88.7
水源運用の自由度を表す。また渇水時の
融通性とも係わりがある。 42.2

1005
取水量１立方メー
トル当たり水源保
全投資額（円/m3）

水源保全に投資した費用/その流域からの
取水量  0.40 0.78 0.53 0.70 0.61 0.44

本市の水源地域に水源の涵養、水質の保
全のために支出した取水量１ 当たりの
年間投資金額をいう。

0.95

　b) 水源から給水栓までの水質管理

1101
原水水質監視度
（項目）

原水水質監視項目数 *83 *87 *88 *93 *98 *98
取水前の水道原水水質監視項目数をい
う。 91

1102
水質検査箇所密度
（箇所/100ｋ㎡）

水質検査採水箇所数/給水区域面積 100 5.5 6.4 6.6 7.0 6.1 4.6
100Ｋ㎡当たりの、給水栓における毎日
水質検査の箇所数をいう。 13.0

1103
連続自動水質監視
度（台/(1000m3/
日）

(連続自動水質監視装置設置数/一日平均
配水量） 1000  0.000 0.015 0.023 0.031 0.030 0.030

配水管に設置されて、水質基準の中の3
項目(濁度、色度、残留塩素)を1日24時
間連続して計る装置の一日平均配水量
1000 あたりの設置数をいう。

0.023

1104
水質基準不適合率
（％）

(水質基準不適合回数/全検査回数） 100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
年間の給水栓での全検査回数のうち、水
質基準不適合回数の割合をいう。 0.1

1105
カビ臭から見たお
いしい水達成率
（％）

〔（1－ジェオスミン最大濃度/水質基準値）
＋（1－2MIB最大濃度/水質基準値）〕/2 100  データなし データなし 25

データ
なし 88 93

この値が100％に近いほどカビ臭が少な
い。１２年度、１３年度、１５年度はカ
ビ臭の発生がなく、測定データ無し

84

1106
塩素臭から見たお
いしい水達成率
（％）

〔１－（年間残留塩素最大濃度－残留塩素水
質管理目標値）/残留塩素水質管理目標値〕 
100  0 0 0 0 0 0

指標は残留塩素最大濃度0.8mg/l以上で
達成率が0％、0.4mg/l以下で100％とな
る。

13

1107
総トリハロメタン
濃度水質基準比
（％）

総トリハロメタン最大濃度/総トリハロメタン
濃度水質基準値 100  51 41 46 42 33 49

トリハロメタンは有機ハロゲン化合物の
総称であり、数値は小さいほど良い。 42

1108
有機物（TOC）濃度
水質基準比（％）

有機物最大濃度/有機物水質基準値 100
データ
なし 30 36 20 24 20

この数値は小さいほど良い。
25

1109
農薬濃度水質管理
目標比（％）

（測定を実施した農薬毎の最大濃度をそれぞれの水
質管理目標値で除した値の合計値）/測定を実施した
農薬数 100

0.000 0.000 0.000 0.000 0.133 0.011
水質検査計画書に記載の 農薬を選び、
その濃度の目標値に対する割合をいう。 0.049

1110
重金属濃度水質基
準比（％）

（6項目の重金属毎の最大濃度をそれぞれの水
質基準値で除した値の合計）/6 100  3 0 0 5 8 3

カドミウム及びその化合物など６種類の
重金属の基準値に対する、それぞれの重
金属最大濃度の割合を平均値で示したも
の。

9

1111
無機物質濃度水質
基準比（％）

（6項目の無機物質毎の最大濃度をそれぞれの
水質基準値で除した値の合計）/6 100  21 22 22 21 19 18

アルミニウム及びその化合物など６種類
の無機物質の基準値に対する、それぞれ
の無機物質最大濃度の割合を平均値で示
したもの。

17

1112
有機物質濃度水質
基準比（％）

（4項目の有機物質毎の最大濃度をそれぞれの
水質基準値で除した値の合計）/4 100  20 20 20 27 21 10

陰イオン界面活性剤など４種類の有機物
質の基準値に対する、それぞれの有機物
質最大濃度の割合を平均値で示したもの
をいう。本市では非イオン界面活性剤を
除く3項目で算出した。

8

1113
有機塩素化学物質
濃度水質基準比
（％）

（9項目の有機塩素化学物質毎の最大濃度をそれぞれ
の水質基準値で除した値の合計）/9 100  0 0 0 0 0 0

四塩化炭素などの９種類の有機塩素化学
物質の基準値に対する、それぞれの有機
塩素化学物質最大濃度の割合を平均値で
示したものををいう。

1

1114
消毒副生成物濃度
水質基準比（％）

（5項目の消毒副生成物毎の最大濃度をそれぞ
れの水質基準値で除した値の合計）/5 100  16 24 11 15 16 24

臭素酸などの5種類の消毒副生成物の基
準値に対する、それぞれの消毒副生成物
最大濃度の割合を平均値で示したものを
いう。

14

1115 直結給水率（％） 直結給水件数/給水件数 100  97.0 97.0 97.0 97.0 97.2 97.6
直結給水件数とは、受水槽を介さず、配
水管の水圧又は直結増圧ポンプにより直
接給水される給水件数(契約件数)の総数
をいう。

82.5

1116
活性炭投入率
（％）

年間活性炭投入日数/年間日数 100 2.7 13.7 33.2 13.7 27.9 34.2
粉末活性炭の年間投入日の割合で、低い
ほど水質が良いことを表す。 37.6

1117
鉛製給水管率
（％）

鉛製給水管使用件数/給水件数 100
データ
なし *24.2 *23.8 *23.1 *21.3 *20.7

給水件数のうち鉛製管を給水管として用
いている件数の割合をいう。 17.5

　a) 連続した水道水の供給

2001
給水人口一人当た
り貯留飲料水量
（L/人）

〔配水池総容量（緊急貯水槽容量は除
く） 1/2＋緊急貯水槽容量〕/給水人口
 1000  138 137 136 134 135 135

災害時の最低必要量は一人一日3Lとなっ
ている。この業務指標は貯留量を表すも
ので、必ずしも利用可能量ではない。

164

2002
給水人口一人当た
りの配水量（L/日/
人）

一日平均配水量/給水人口 1000  432 425 411 402 398 396
給水人口一人一日当たりの水消費量は、
水環境の保全に対する取り組みの一つで
ある節水型消費パターンの促進度合いを
示す指標である。

364
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2003
浄水予備力確保率
（％）

(全浄水施設能力－一日最大浄水量)/全浄
水施設能力 100  -4.3 1.6 5.2 12.9 8.2 14.8

この指標は全浄水施設能力に対する予備
力の割合であり、水運用の安定性、柔軟
性及び危機対応性を示す指標の一つであ
る。

24.6

2004
配水池貯留能力
(日)

配水池総容量/一日平均配水量  0.62 0.63 0.66 0.67 0.68 0.68
一日平均配水量の何時間分が配水池など
で貯留可能であるかを表しており、この
値が高ければ、非常時における配水調節
能力や応急給水能力が高いといえる。

0.88

2005 給水制限数（日） 年間給水制限日数 0 0 0 0 0 0
年間に給水制限をした日数。１日１時間
でも給水制限をした場合は１日とする。 0

2006 普及率（％） 給水人口/給水区域内人口 100  99.6 99.6 99.7 99.8 99.8 99.8
給水区域内に居住し、当該水道事業によ
り給水サービスを受けている人口の、給
水区域内人口に対する割合をいう。

98.8

2007
配水管延長密度
（km/k㎡）

配水管延長/給水区域面積  6.8 6.9 7.0 7.0 5.9 6.0
給水区域面積１Ｋ㎡当たりの配水管延長
を表しており、消費者からの給水申込み
に対する物理的利便性の度合いを示すも
の。

13.2

2008
水道メータ密度
（個/ｋｍ）

水道メータ数/配水管延長 *66 *65 *65 *65 *65 74
配水管１ｋｍ当たりの、水道事業体が管
理している水道メータの総数をいう。 116

　b) 将来への備え

2101
経年化浄水施設率
（％）

法定耐用年数を超えた浄水施設能力／全
浄水施設能力 100  *13.3 *13.3 *13.3 *13.3 *12.7 *13.0

法定耐用年数（６０年）を超えた浄水施
設能力の、全浄水施設能力に占める割合
をいう。浄水処理施設の内、処理能力が
明示されている沈澱池、ろ過池のみ集
計。

3.8

2102
経年化設備率
（％）

経年化年数を超えている電気・機械設備
数／電気・機械設備の総数 100  44.8 44.6 43.1 42.1 44.1 46.6

法定耐用年数を超えた電気・機械設備
の、電気・機械設備総数に占める割合を
いう。

51.1

2103
経年化管路率
（％）

法定耐用年数を超えた管路延長／管路総
延長 100 13.1 13.1 13.6 14.0 13.4 13.3

法定耐用年数（４０年）を超えた管路延
長の、総管路延長に占める割合をいう。 6.2

2104
管路の更新率
（％）

更新された管路延長／管路総延長 100 1.32 1.28 1.21 1.04 1.06 1.05
年間に更新された導・送・配水管の割合
を表す。 1.00

2105
管路の更生率
（％）

更生された管路延長／管路総延長 100 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
年間に更生された導・送・配水管の割合
を表す。更生とは、既設管内面のライニ
ング補修のことをいう。

0.000

2106
バルブの更新率
（％）

更新されたバルブ数／バルブ設置数 100 3.26 2.93 2.52 2.59 2.37 2.21
年間に交換されたバルブの割合を表す。

1.83

2107
管路の新設率
（％）

新設管路延長／管路総延長 100 1.21 0.81 0.55 0.55 0.48 0.48
年間の新たに布設した導・送・配水管の
延長をいう。管路整備の度合いを示す。 0.71

　c) リスクの管理

2201
水源の水質事故数
(件)

年間の水源水質事故件数  1 0 0 0 0 0

年間に表流水・井戸を問わず、油や廃液
の流出や農業の化学肥料などにより水源
が汚染され、取水停止になること及び取
水停止になるおそれがある件数をいう。

8

2202
幹線管路の事故割
合(件/100ｋｍ)

幹線管路の事故件数／幹線管路延長 100  データなし 0.0 2.0 1.6 0.4 1.2
年間の幹線管路での100ｋｍ当たりの事
故件数であり、管路施設の健全性を示
す。

1.8

2203
事故時配水量率
（％）

事故時配水量／一日平均配水量 100  57.4 58.2 60.9 62.0 62.6 60.4
最大浄水場が24時間全面停止した場合
に、一日平均配水量に対してどれだけ配
水できるかの割合を示す。

81.3

2204
事故時給水人口率
（％）

事故時給水人口／給水人口 100  44.5 42.2 39.0 37.8 35.6 39.6
最大浄水場が24時間全面停止した場合
に、給水出来ない人口の給水人口に対す
る割合をいう。

29.2

2205
給水拠点密度(箇所
/100ｋ㎡)

配水池・緊急貯水槽数／給水区域面積 
100  1.8 1.8 1.9 1.9 1.7 1.8

給水区域100K㎡当たりの給水拠点数であ
り、緊急時の利用しやすさ及び危機対応
性を表す。

18.2

2206
系統間の原水融通
率（％）

原水の融通能力／受水側浄水能力 100  0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
他系統からの融通可能な原水水量の割合
であり、水運用の安定性、柔軟性及び危
機対応性を示す指標の一つである。

12.4

2207
浄水施設耐震率
（％）

耐震対策の施されている浄水施設能力／
全浄水施設能力 100  0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

水道施設耐震工法指針で定めるレベル
2、ランクAの耐震基準で設計されている
浄水施設能力の割合をいう。

17.7

2208
ポンプ所耐震施設
率（％）

耐震対策の施されているポンプ所能力／
全ポンプ所能力 100  17.6 17.6 17.6 17.6 17.9 18.6

水道施設耐震工法指針で定めるレベル
2、ランクAの耐震基準で設計されている
ポンプ所能力の割合をいう。

33.0

2209
配水池耐震施設率
（％）

耐震対策の施されている配水池容量／配
水池総容量 100  16.3 16.3 19.2 19.4 21.8 22.5

水道施設耐震工法指針で定めるレベル
2、ランクAの耐震基準で設計されている
配水池容量の割合をいう。

26.2

2210
管路の耐震化率
（％）

耐震管延長／管路総延長 100  *2.9 *3.2 *3.6 *3.9 *3.8 *3.9
導・送・配水管路の耐震化の進捗状況を
表しており、地震災害に対する水道シス
テムの安全性、危機対応性を示す。

10.4

2211 薬品備蓄日数(日) 平均薬品貯蔵量／一日平均使用量 25.5 26.5 37.2 32.4 31.2 32.0
薬品とは、浄水処理用の凝集剤、塩素剤
をいう。 44.5

2212 燃料備蓄日数(日) 平均燃料貯蔵量／一日使用量 1.6 1.6 1.7 1.6 1.0 0.9
燃料とは自家発電設備を稼動するための
油類等をいう。 1.0

2213
給水車保有度(台
/1,000人)

給水車数／給水人口 1,000 0.011 0.013 0.013 0.013 0.014 0.014
給水人口1,000人当たりの給水車数をい
う。 0.006
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2214
可搬ポリタンク・
ポリパック保有度
(個/1,000人)

可搬ポリタンク・ポリパック数／給水人
口 1,000  10.7 9.8 8.9 8.5 8.1 6.5

給水人口1,000人当たりの可搬ポリタン
ク・ポリパック数をいう。 51.4

2215
車載用の給水タン
ク保有度(m3/1,000
人）

車載用給水タンクの総容量／給水人口 
1,000  0.090 0.090 0.090 0.090 0.090 0.090

災害時の給水人口1,000人当たりの車載
用給水タンク保有度を表しており、地震
災害等に対する危機対応性を示すもので
ある。

0.058

2216
自家用発電設備容
量率（％）

自家用発電設備容量／当該設備の電力総
容量 100  51.8 51.8 56.9 54.5 54.1 53.9

水道施設における電気設備の電力総容量
に対する自家用発電設備容量の割合で、
非常時に稼動可能な電気設備の割合を示
す。

54.2

2217
警報付施設率
（％）

警報付施設数／全施設数 100 88.9 88.3 87.5 88.0 83.9 81.5
遠隔で施設の異常を検知できる警報設備
がある施設数の割合をいう。 71.3

2218
給水装置の凍結発
生率(件/1,000件）

給水装置の年間凍結件数／給水件数 
1,000 6.2 0.0 15 6.6 1.7 0.0

年間における給水栓1,000件当たりの凍
結発生件数を表す。 0.7

　a) 地域特性にあった運営基盤の強化

3001
営業収支比率
（％）

営業収益／営業費用 100  120.6 115.6 113.3 115.2 113.6 115.0
営業費用が営業収益によってどの程度賄
われているかを示すもので、これが1OO%
未満であることは営業損失が生じている
ことを意味する。

124.2

3002
経常収支比率
（％）

（営業収益＋営業外収益）／（営業費用
＋営業外費用） 100  104.5 100.9 99.3 101.2 105.2 103.5

経常費用が経常収益によってどの程度賄
われているかを示すもので、これが100%
未満であることは経常損失が生じている
ことを意味する。

107.5

3003 総収支比率（％） 総収益／総費用 100  104.4 100.6 98.9 101.4 104.8 102.9
総費用が総収益によってどの程度賄われ
ているかを示すもので、この比率が100%
未満の場合は、収益で費用を賄えないこ
ととなり、健全な経営とはいえない。

107.3

3004
累積欠損金比率
（％）

累積欠損金／（営業収益－受託工事収
益） 100  0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

累積欠損金とは、営業活動の結果生じた
欠損金が当該年度で処理できずに、後年
度に累積したものをいう。

1.6

3005
繰入金比率（収益
的収支分）（％）

損益勘定繰入金／収益的収入 100  0.8 0.8 0.8 0.8 5.1 0.9
収益的収入に対する繰入金への依存度を
表しており、水道事業は水道料金を財源
とする独立採算制を基本としており、こ
の値は低い方が望ましい。

1.6

3006
繰入金比率（資本
的収入分）（％）

資本勘定繰入金／資本的収入 100  2.7 2.6 1.3 1.4 3.6 1.0
資本的収入に対する繰入金への依存度を
表しており、水道事業は水道料金を財源
とする独立採算制を基本としており、こ
の値は低い方が望ましい。

11.6

3007
職員一人当たり給
水収益(千円/人)

給水収益／損益勘定所属職員数／1,000  41,860 41,850 41,145 40,511 41,589 45,932
損益勘定所属職員一人当たりの生産性に
ついて、給水収益を基準として把握する
ための指標であり、多いほど良い。

51,035

3008
給水収益に対する
職員給与費の割合
（％）

職員給与費／給水収益 100  24.5 25.2 24.5 24.0 23.8 21.4
事業の収益性を分析するための指標のひ
とつであり、低い方が好ましい。 21.5

3009
給水収益に対する
企業債利息の割合
（％）

企業債利息／給水収益 100  13.7 13.5 13.4 12.9 12.1 10.4
事業の収益性を分析するための指標のひ
とつであり、低い方が好ましい。 16.1

3010
給水収益に対する
減価償却費の割合
（％）

減価償却費／給水収益 100  31.0 32.9 33.1 34.4 34.5 32.6
事業の収益性を分析するための指標のひ
とつであり、低い方が好ましいが、適正
な水準を決めることは難しい。

28.7

3011
給水収益に対する
企業債償還金の割
合（％）

企業債償還金／給水収益 100  11.5 12.5 13.6 14.6 16.1 14.2
企業債償還金が経営に与える影響を分析
するための指標であり、低い方が好まし
い。

25.5

3012
給水収益に対する
企業債残高の割合
（％）

企業債残高／給水収益 100  303.4 306.6 315.0 315.1 306.6 274.7
企業債残高の規模と経営に与える影響を
分析するための指標であり、低い方が好
ましい。

394.6

3013

料金回収率（％）
（給水にかかる費
用のうち水道料金
で回収する割合）

供給単価／給水原価 100  96.9 93.6 92.4 93.8 93.6 96.4
供給単価と給水原価の関係を表してお
り、この比率が100％を下回っている場
合、給水にかかる費用が料金収入以外の
収入で賄われていることを意味する。

99.9

3014 供給単価(円/m3) 給水収益／有収水量 140.5 139.9 139.3 138.7 138.6 157.0
有収水量1 当たりの販売価格を表す。

182.7

3015 給水原価(円/m3)
(経常費用-(受託工事費+材料及び不用品
売却原価+附帯事業費))／有収水量 145.0 149.4 150.7 147.9 148.0 162.8

有収水量1 当たりの生産原価を表す。
183.5

3016
1箇月当たり家庭用
料金（10m3）(円)

1箇月当たりの一般家庭用（口径13ミリメート
ル）の基本料金＋10m3使用時の従量料金 914 914 914 914 914 970

消費税抜き
1,103

3017
１箇月当たり家庭
用料金(20m3)
（円）

１箇月当たりの一般家庭用（口径13ミリメー
トル）の基本料金＋20使用時の従量料金  2,158 2,158 2,158 2,158 2,158 2,330

消費税抜き
2,575

3018 有収率（％） 有収水量／給水量 100  89.4 89.5 91.3 91.7 91.8 88.5
年間の給水量（配水量）に対する、料金
徴収の対象となった水量及び他会計等か
ら収入のあった水量の割合を示すもの
で､施設の稼動状況がそのまま収益につ
ながっているかどうかが確認できる。

91.1

3019 施設利用率（％） 一日平均給水量／一日給水能力 100  80.1 79.0 75.5 74.1 74.9 76.4
水道施設の経済性を総括的に判断する指
標であり、数値が大きいほど効率的であ
るとされている。

62.7

3020
施設最大稼働率
（％）

一日最大給水量／一日給水能力 100 98.1 92.7 89.5 82.7 87.1 86.2

水道事業の施設効率を判断する指標の一
つであり、この数値が１００%に近い場
合には、安定的な給水に問題を残してい
るといえる。

74.0
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3021 負荷率（％） 一日平均給水量／一日最大給水量 100  81.6 85.2 84.3 89.7 85.9 88.5
水道事業の施設効率を判断する指標のひ
とつである。数値が大きいほど効率的で
あるとされている。施設利用率や最大稼
働率などとあわせて判断する必要があ
る。

85.0

3022 流動比率（％） 流動資産／流動負債 100  189.9 197.0 240.7 293.9 327.4 400.9
短期債務に対する支払能力を表してお
り、100％以上であることが必要であ
り、100％を下回っていれば不良債務が
発生していることになる。

329.6

3023
自己資本構成比率
（％）

（自己資本金＋剰余金）／負債・資本合
計 100  64.3 65.1 66.2 67.2 68.3 69.5

総資本に占める自己資本の割合を表して
おり、財務の健全性を示す指標のひとつ
である。事業の安定化のためにはこの比
率を高めていくことが必要である。

54.4

3024 固定比率（％） 固定資産／（自己資本金＋剰余金） 100  146.3 144.5 142.9 140.0 136.5 133.6
固定資産の取得が自己資本の範囲内に収
まっているかどうかを判断する指標であ
るが、水道事業は施設型の事業であり、
一般にこの比率は100％を超えるのが常
態である。

178.6

3025
企業債償還元金対
減価償却費比率
（％）

企業債償還元金／当年度減価償却費 100  37.3 38.1 41.2 42.4 46.8 43.6
投下資本の回収と再投資のバランスを見
る指標であり、一般的にこの比率が
100％を超えると再投資を行うに当たっ
て企業債等の外部資金に頼らざるを得な
くなり、投資の健全性が損なわれること
になる。

89.9

3026
固定資産回転率
(回)

（営業収益－受託工事収益）/（期首固定
資産＋期末固定資産）/2  0.13 0.12 0.11 0.11 0.11 0.12

期間中に固定資産の何倍の営業収益が
あったかを示すものである。高いほど良
い。

0.12

3027
固定資産使用効率
(m3/10,000円）

給水量/有形固定資産 10,000  9.2 8.9 8.4 8.2 8.2 8.2
有形固定資産に対する年間総給水量の割
合である。この率が高いほど施設が効率
的であることを意味する。

7.8

　b) 水道文化・技術の継承と発展

3101
職員資格取得度(件
/人)

職員が取得している法定資格数/全職員数  1.86 1.88 1.91 1.94 1.97 2.05
法定資格とは、水道維持管理指針（日本
水道協会）の法定資格者一覧表に記載さ
れている、水道事業を遂行する上で必要
と考えられる資格をいう。

1.15

3102
民間資格取得度(件
/人)

職員が取得している民間資格取得数/全職員数  
水道事業を行う上で、民間業者と同様の
知識、技能を有することが職員の能力向
上のため必要である。

0.02

3103
外部研修時間(時
間)

職員が外部研修を受けた時間・人数/全職員数  6.2 5.4 5.8 6.1 6.1 6.2
水道事業に関係あると水道事業体が認め
て、職務として参加する研修であり、主
催者が本人の所属する水道事業体以外の
もの。

6.2

3104
内部研修時間(時
間)

職員が内部研修を受けた時間・人数/全職員数  8.0 9.5 9.9 10.6 9.9 9.6
本人の所属する水道事業体が独自に職務
として参加させる水道事業に関する研修
をいう。

9.3

3105 技術職員率（％） 技術職員総数/全職員数 100 61.9 61.8 62.0 62.3 62.8 62.4

技術職員とは水道施設の物理的維持管
理、施設計画及び建設などに携わる職員
のことをいう。

62.2

3106
水道業務経験年数
度(年/人)

全職員の水道業務経験年数/全職員数  18.9 18.6 18.3 17.9 19.5 19.4
全職員の水道業務経験年数とは、水道事
業に関わる機関に所属して業務をした全
職員の年数の総計をいう。

19.0

3107
技術開発職員率
（％）

技術開発業務従事職員数/全職員数 100  0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
技術開発業務とは、水道技術に関する研
究開発業務のことをいう。企業との共同
研究も含める。

0.35

3108
技術開発費率
（％）

技術開発費/給水収益 100  0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
技術開発費とは、年間の水道技術に関す
る研究開発に係わる費用のことをいい、
年度当初に予算計上している金額とす
る。

0.04

3109
職員一人当たり配
水量(m3/人）

年間配水量/全職員数 272,000 273,000 265,000 263,000 272,000 274,000
水道サービス全般の効率性を示す指標の
一つであり、多いほど良い。 264,889

3110
職員一人当たり
メータ数(個/人）

水道メータ数/全職員数 622 633 648 660 713 732
水道サービス全般の効率性を示す指標の
一つである。 816

3111 公傷率（％）
公傷で休務した延べ人・日数/(全職員数
 年間公務日数) 100 0.000 0.050 0.000 0.000 0.000 0.000

水道事業の安全衛生管理に係わる指標で
ある。 0.014

3112 直接飲用率（％）
直接飲用回答数/直接飲用アンケート回答
数 100 94.3

平成１７年度からアンケート実施
71.8

　c) 消費者ニーズをふまえた給水サービスの充実

3201
水道事業に係る情
報の提供度（部/
件）

広報誌配布部数/給水件数  3.2 3.2 3.1 3.1 4.0 3.1
年間に水道事業体が広報を目的として配
布したパンフレット、ニュース、ポス
ター等の、給水件数１件当たりの部数を
いう。

7.7

3202
モニタ割合（人
/1,000人）

モニタ人数/給水人口 1,000 0.03
平成１７年度からモニター制度実施

0.05

3203
アンケート情報収
集割合（人/1,000
人）

アンケート回答人数/給水人口 1,000  2.03 4.50 1.23 1.01 1.41 5.33
消費者の二一ズの収集実行度を示すもの
である。 1.21

3204
水道施設見学者割
合（人/1,000人）

見学者数/給水人口 1,000  7.9 7.6 5.4 4.9 4.0 13.6
年間の水道施設及び水道関連施設（水道
記念館等）を見学した人数の割合をい
う。

14.9

3205
水道サービスに対
する苦情割合（件
/1,000件）

水道サービス苦情件数/給水件数 1,000  0.55 0.41 0.69 0.15 0.24 0.95
水道サービス苦情件数とは、消費者が水
道事業者に対して持つ不満のうち、窓口
への直接来訪、電話・文書、メール等に
よって水道事業者に伝えられ、文書とし
て記録されたものをいう。

0.48
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3206
水質に対する苦情
割合（件/1,000
件）

水質苦情件数/給水件数 1,000  0.33 0.20 0.48 0.02 0.05 0.16
水質苦情件数とは、消費者が水道事業者
に対して持つ水質に関する不満のうち、
窓口への直接来訪、電話・文書、メール
等によって水道事業者に伝えられ、文書
として記録されたものをいう。

0.24

3207
水道料金に対する
苦情割合（件
/1,000件）

年間の水道料金に対する苦情件数/給水件
数 1,000  0.035 0.000 0.017 0.004 0.063 0.113

水道料金苦情件数とは、消費者が水道事
業者に対して持つ水道料金に関する不満
のうち、窓口への直接来訪、電話・文
書、メール等によって水道事業者に伝え
られ、文書として記録されたものをい
う。

0.073

3208 監査請求数（件） 年間監査請求件数  0 0 0 0 0 0

監査請求件数とは、年間の、法令に基づ
き水道事業に関して監査請求された件数
をいう(件）。ただし、監査結果がでて
いなくても受理された件数とする。

1

3209
情報開示請求数
（件）

年間情報開示請求件数  1 4 5 15 27 5

情報開示請求件数とは、年間の、法令に
基づき水道事業に関して情報開示請求さ
れた件数をいう（件）。ただし、開示可
否結果がでていなくても受理された件数
とする。

13

3210
職員一人当たり受
付件数（件/人）

受付件数/全職員数  201 253 269 296 285 298
受付とは、給水申込、給水工事申込、検
査、給水開始、中止、廃止振替申込、廃
止、精算など消費者が給水を受けること
に関し水道事業体に通知しなければなら
ない案件をいう。

377

　a) 地球温暖化防止、環境保全などの推進

4001
配水量１立方メー
トル当たり電力消
費量(kWh/m3)

全施設の電力使用量／年間配水量  *0.29 0.30 0.30 0.30 0.32 0.31
全施設の電力使用量とは、年間の取水、
貯水から給水に至るまで、及び営業所、
事務所など水道事業に係る各施設におい
て使用した電力の総量をいう。

0.34

4002
配水量１立方メー
トル当たり消費エ
ネルギー(MJ/m3)

全施設での総エネルギー消費量／年間配
水量  *1.08 1.11 1.12 1.10 1.20 1.16

全施設の総エネルギー消費量とは、年間
の取水、貯水から給水に至るまでのエネ
ルギーの使用（電力、燃料）総量で、水
道事業すべての事務所で使用するものを
いう。

1.27

4003
再生可能エネル
ギー利用率（％）

再生可能エネルギー設備の電力使用量／
全施設の電力使用量 100  0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

太陽光発電、小水力発電、風力発電等の
利用割合を表しており、環境負荷低減に
対する取り組み度合い、環境保全度を示
す指標のひとつである。

0.87

4004
浄水発生土の有効
利用率（％）

有効利用土量／浄水発生土量 100  29.7 37.1 43.2 52.1 86.5 87.9
浄水処理過程における発生土の有効利用
率を表しており、環境保全への取り組み
度合いを示す指標のひとつである。

76.9

4005
建設副産物のリサ
イクル率（％）

リサイクルされた建設副産物量／建設副
産物排出量 100  78.9 88.4 93.8 95.3 96.4 98.7

水道事業における工事等において発生す
る建設副産物の有効利用を示す指標であ
り、環境保全への取り組み度合い、環境
保全性を示す指標のひとつである。

70.2

4006

配水量１立方メート
ル当たり二酸化炭素
(CO2)排出量（ｇ・
CO2/m3)

総二酸化炭素(CO2)排出量／年間配水量 

10
6  *176 180 182 180 196 188

温室効果ガス排出量の抑制による環境対
策への取組度合いを示す。 133

　b) 健全な水循環

4101 地下水率（％） 地下水揚水量/水源利用水量 100 24.9 25.2 25.3 25.9 27.6 26.4

地下水はコストも安く安定しているので
利用価値が大きいが、過剰揚水による地
盤沈下につながるので、許容範囲内で利
用する必要がある。

6.5

　a) 適正な実行・業務運営

5001
給水圧不適正率
（％）

適正な範囲になかった圧力測定箇所・日
数／（圧力測定箇所総数 年間日数） 
100  0.00 0.00 0.00 0.02 0.02 0.00

適正な範囲とは、水道施設設計指針（日
本水道協会）に定められている給水圧の
範囲0.15～0.74ＭＰａにあるか、又は当
該水道事業体の規程、条例等に定められ
た範囲にあることをいう。

0.85

5002
配水池清掃実施率
（％）

最近５年間に清掃した配水池容量／（配
水池総容量／５） 100 74 72 74 67 58 68

配水池の管理状況を表す。
139

5003
年間ポンプ平均稼
働率（％）

ポンプ運転時間の合計／（ポンプ総台数
 年間日数 24） 100 28.9 27.4 27.4 26.1 25.9 24.5

年間に水道施設の主要設備であるポンプ
がどの程度稼動しているかを示してお
り､ポンプ施設の余裕度を測定する指標
である。

28.0

5004
検針誤り割合(件
/1,000件)

誤検針件数／検針総件数 1,000  0.04 0.04 0.04 0.03 0.03 0.06
検針誤りとは、水道メータ指針の読み間
違い、検針お知らせ表の入れ間違いなど
検針に関する一切の誤りをいう。

0.07

5005
料金請求誤り割合
(件/1,000件)

誤料金請求件数／料金請求総件数 1,000  0.10 0.09 0.07 0.09 0.12 0.11
料金請求誤りとは、料金請求額の間違
い、請求先の間違いなど料金請求に関す
る一切の間違いをいう。

0.22

5006 料金未納率（％） 年度末未納料金総額／総料金収入額 100  9.3 8.4 8.5 8.8 8.7 8.4
年度末における水道料金の未納割合をい
う。本市では、年度末未納料金総額に当
該年度の３月調定（４月請求）分が含ま
れる。

11.3

5007
給水停止割合(件
/1,000件)

給水停止件数／給水件数 1,000 15.5 12.7 11.6 10.3 7.7 8.4
給水件数1,000件当たりの、水道料金の
未納により給水停止した件数を表す。 17.8

5008 検針委託率（％）
委託した水道メータ数／水道メータ数 
100 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 90.9

5009
浄水場第三者委託
率（％）

第三者委託した浄水場能力／全浄水場能
力 100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

第三者委託とは、浄水場の運転管理等の
技術上の業務を、法に基づき、技術的に
信頼できる第三者（他の水道事業者、民
間企業等）に委託すること。

3.3
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　b) 適正な維持管理

5101
浄水場事故割合(10
年間の件数/箇所）

10年間の浄水場停止事故件数／浄水場総
数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

過去１０年間の浄水場停止事故件数割
合。 0.3

5102
ダクタイル鋳鉄
管・鋼管率（％）

ダクタイル鋳鉄管延長＋鋼管延長/管路総
延長 100  61.1 61.8 62.4 62.7 61.0 60.7

導・送・配水管路の母材の強度に視点を
当てた指標で、維持管理上の容易性を示
す。

77.4

5103
管路の事故割合(件
/100キロメートル)

管路の事故件数／管路総延長 100  データなし 4.1 6.4 6.1 5.8 8.7
年間の導・送・配水管路の事故件数を、
延長１００ｋｍ当たりの件数に換算した
もの。管路の健全性を示す。

6.5

5104
鉄製管路の事故割
合(件/100キロメー
トル)

鉄製管路の事故件数／鉄製管路総延長 
100  データなし 1.6 2.6 2.7 2.3 3.2

年間の鉄製導・送・配水管路の事故件数
を、延長１００ｋｍ当たりの件数に換算
したもの。鉄製管路の健全性を示す。

3.5

5105
非鉄製管路の事故
割合(件/100キロ
メートル)

非鉄製管路の事故件数／非鉄製管路総延
長 100  データなし 8.4 12.9 12.1 9.8 17.6

年間の非鉄製導・送・配水管路の事故件
数を、延長１００ｋｍ当たりの件数に換
算したもの。非鉄製管路の健全性を示
す。

19.3

5106
給水管の事故割合
(件/1,000件)

給水管の事故件数／給水件数 1,000  14.6 11.5 11.6 11.2 10.2 10.0
給水件数1,000件当たりの、年間に発生
した水道メータ上流側の給水管の破裂、
破損、抜け出し、継手の漏れなどの異常
件数をいう。

7.8

5107 漏水率（％） 年間漏水量／年間配水量 100 5.2 5.1 4.7 4.1 3.8 8.2
年間漏水量の年間総配水量に対する割合
をいう。 5.1

5108
給水件数当たり漏
水量(m3/年/件）

年間漏水量／給水件数 22.7 21.7 19.0 15.8 14.5 30.8
給水件数１件当たりの、年間漏水量をい
う。 17.1

5109
断水・濁水時間(時
間)

（断水・濁水時間 断水・濁水区域給水
人口）／給水人口

データ
なし 0.01 0.00 0.04 0.04 0.00

給水人口１人当たりの、年間の断水・濁
水時間をいう。 0.41

5110
設備点検実施率
（％）

電気・計装・機械設備等の点検回数／電
気・計装・機械設備の法定点検回数 100  578 471 461 463 449 534

年間の電気・計装・機械設備等の点検回
数の、法定点検回数に対する割合をい
う。

380

5111 管路点検率（％） 点検した管路延長／管路総延長 100  36 35 33 29 31 33
管路に対する年間の点検率であり、管路
の健全性確保に対する執行度合いを示
す。

41

5112
バルブ設置密度(基
/キロメートル)

バルブ設置数／管路総延長 12.6 12.7 12.9 13.0 12.6 12.6
配水操作の柔軟性や管路の維持管理の容
易性を示す。 12.8

5113
消火栓点検率
（％）

点検した消火栓数／消火栓数 100  100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
消火栓に対する年間の点検率であり、消
防水利機能の健全性確保に対する執行度
合いを示す。

74.9

5114
消火栓設置密度(基
/キロメートル)

消火栓数／配水管延長 3.7 3.7 3.7 3.7 3.6 3.5
管路施設の消防能力、救命ライフライン
としての危機対応能力の度合いを示す。 4.2

5115
貯水槽水道指導率
（％）

貯水槽水道指導件数/貯水槽水道総数 
100  6.0 8.9

年間の貯水槽水道に対して行った調査・
指導の件数の、貯水槽水道総数に対する
割合をいう。

14.1

　a) 技術の移転

6001
国際技術等協力度
(人・週)

人的技術等協力者数 滞在週数  23 0 0 0 0 0

人的技術等協力者数とは、海外に水道技
術及びそれに関連する事務、経営管理を
含む公的業務のために派遣された年間の
人数をいう。

14

　b) 国際機関、諸国との交流

6101 国際交流数(件) 年間人的交流件数  2 2 3 2 1 2
人的交流件数とは、年間に公的に海外に
出かけた職員及び来日した人の件数をい
う。

7

国
　
　
際

管
理

（
水
道
シ
ス
テ
ム
の
適
正
な
実
行
・
業
務
運
営
及
び
維
持
管
理

）

データなし

14


